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Abstract:

This article is a case study which explains the establishment and the business outline of Sano Machi-

zukuri Corporation, a community development joint-stock corporation established for the purpose of 

solving social problems in the city of Sano. The study was done using a fi eld research method. 

 The study described the following four parts of the business:

1 community development planning, including the maintenance of rows of houses and stores, for 

the purpose of increasing population and the amount of visitors  

2 advertising and the dissemination of information about Sano to visitors and prospective tenants to 

increase working funds

3  the planning and management of new events in Sano, to revitalize the city

4  providing rental bicycle facilities for visitors 

We categorized these business elements as soft business or hard, and treated Akihabara Town Man-

agement Co. as a bench mark, based on the SPDLI model. 

Finally, we proposed strategies for systematizing the elements of community development for the 

purpose of profi table regional revitalization management.
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まちづくりの （Innovation-oriented community development ）、起業指向のまちづくり（Starting a 

business-oriented community development） 
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Ⅰ．研究目的と佐野市の現状

　国土交通省「まちづくりにおける官民連携

実態調査（平成 23 年３月）」1）によれば、全

国 1750 市町村に対してまちづくり団体に関

するアンケート調査を実施した結果（1204

の回答）、まちづくり団体を有する 506 市町

村に 1631 のまちづくり団体が存在すること

が明らかとなった。

　まちづくりにおける、まちづくり会社を

はじめとする様々な担い手と行政が連携し、
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従来の行政の発想とは異なる新しい発想でま

ちづくりを進める取り組みが、各地で注目さ

れている。しかし、新しい取り組みを行う担

い手については、様々な事例が報告されるの

みで、その類型や全体数、類型別の組織増や

その可能性、課題については、未だ不明確な

状態にある。

　このため、新たなまちづくりの担い手、

特に公共施設を活用してまちのにぎわいを

創出したり、あるいは公益的な活動も行った

りする担い手について、実態調査を実施した

上で、このような担い手を支援し、公共施設

に係る活動を誘導するための方策を検討すべ

きことが指摘されており、その調査フローを

示したものが図 1である。

　このまちづくり団体の組織形態をみると、

図 1 まちづくりにおける新たな担い手の活動検討調査業務の調査フロー

出典：「国土交通省：まちづくりにおける新たな担い手の活動検討調査業務」
　　　 <http://www.mlit.go.jp/crd/index/case/pdf/120409ninaite_honpen.pdf > より作成

h t t p : / / w w w . m l i t . g o . j p / c r d / i n d e x / c a s e / p d f

/ 1 2 0 4 0 9 n i n a i t e _ h o n p e n . p d f

h t t p : / / w w w . m l i t . g o . j p / c r d / i n d e x / c a s e / p d f
/ 1 2 0 4 0 5 n i n a i t e _ j i r e i s h u h . p d f

表1　まちづくり会社等の主な活動の類型化（国土交通省「まちづくりにおける官民連携実態調査（平成 23 年３月）」）

出典：「国土交通省：まちづくり会社等の活動事例集 活動類型別の代表的な 30 事例の紹介」
          <http://www.mlit.go.jp/crd/index/case/pdf/120405ninaite_jireishuh.pdf> より、長江庸泰作成（2016）
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任意団体が 1242 団体（全体の 76.1％、以下同）

を占め、次いで非認定ＮＰＯが 223 団体

（13.7％）、株式会社が 134 社（8.2％）となり、

まちづくり団体の設立推移をみると、平成

10 年中頃以降、設立が活発化している。

　また、1631 のまちづくり団体のうち、任

意団体を除く 389 団体について、アンケート

調査を実施し、事業内容等について回答の

あった 261 のまちづくり会社等の類型化を

行った結果が、表 1である。

　表 1を見ると、ハード事業とソフト事業に

大別される主な活動は、ハード事業について、

①大分類：施設整備として、「中分類　1 施

設整備事業」、②大分類：施設管理運営として、

「2 公共公益施設の活用・管理運営事業」、「3 

民間施設の管理運営事業」に、また、ソフト

事業では、大分類：サービス（役務）の提供

として、「4 地域交通サービス関連事業」、「5 

店舗運営事業（直営）」、「6 イベント企画・

運営事業」、「7 情報発信・提供・広告事業」、「8 

人材育成・中間支援事業」、「9 地域づくり・

まちづくり関連事業」、「10 その他事業」に

類型化されている。

　また、まちづくり会社等の事業内容のトッ

プ 3 として、①「民間施設の管理運営事業」

（32.2%：修正値 18.5%）、②「イベント企画・

運営事業」（31.8%：修正値 18.2%）、③「公

共公益施設の活用・管理運営事業」（29.1%：

修正値 16.7%）の傾向を示している。

　ここで、本論の事例研究の対象となる佐野

市の現状 2）に目を転じると、①中心市街地

での人口・世帯数減少傾向（図 2参照）への

対策、②空き店舗対策（空き店舗率は、平成

20 年の 12％から平成 25 年には 23% と倍増、

図3参照）、③公共交通網の利活用とアクセス

性の向上対策（公営の利用者は年々増加傾向、

図 2　中心市街地の人口の推移

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

図 3　佐野地区空き店舗数と空き店舗率
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H19：238,026人→ H24：279,619人の17.4％増、

図 4参照）など佐野市が抱える中心市街地を

筆頭とした課題解決 3）が急務の案件となり、

さのまちづくり株式会社設立の端緒となった

のである。

　一方、平成 21 年度に実施した「佐野ブラ

ンド化推進計画（基本構想）作成業務調査」（調

査期間：平成 21 年 12 月～平成 22 年２月）

において、市民および市外居住者（市外居住

者については、佐野プレミアム・アウトレッ

ト、道の駅どまんなかたぬま、佐野市観光物

産会館の３か所でアンケート調査を実施）に

対して「佐野市へのイメージ」を尋ねた結果、

市民の半数が佐野市について「自然が豊かな

まち」というイメージを持っていることが分

かり、また、「安心・安全のまち」という回

答も比較的多く、以下、「歴史と伝統のまち」、

「農業のまち」というイメージを持っている

と回答した割合が多くなっている。

　市外居住者については、「観光のまち」と

いうイメージと答えた割合が最も高いという

結果になり、以下、「歴史と伝統のまち」、「自

然豊かなまち」、「農業のまち」、「商業のまち」

というイメージを持っていると回答した割合

が多くなる結果を示し、市民のイメージとは

対照的に「安心・安全のまち」という回答は

約２％であった（図 5参照）。

　同様に、平成 25 年度「市政に関するアン

図 5　平成 21 年度「佐野ブランド化推進計画（基本構想）作成業務調査結果」
（調査期間：平成 21 年 12 月～平成 22 年２月）

図4　公共交通網の利活用

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

出典：佐野市シティプロモーション推進基本計画（平成 26 年 12 月）



まちづくりの事例研究　―さのまちづくり株式会社の設立と事業概要―

5

ケート調査結果」（調査期間：平成 25 年 12

月 24 日～平成 26 年１月 24 日）では、「佐野

市が快適で住みやすい地域であると思います

か」との問いに「そう思う」または「どちら

かと言えばそう思う」と答えた市民の割合は

84.3％に達し、「佐野市に住み続けたいと思

いますか」との問いに対し、「これからも住

み続けたい」または「どちらかといえば住み

続けたい」と答えた市民の割合は 82.6% を

示し、平成 19 年度の同アンケート調査結果

と比較すると、どちらの割合も上昇、高水準

を維持している（図 6参照）。

　

Ⅱ．研究対象と方法

　本論は、佐野市が抱える中心市街地を筆頭

とする課題解決に向けた 6つの対策実現（①

居住者の減少に歯止めをかけるための定住化

促進対策と交流人口増加対策、②少子高齢化

に対応した、居住環境改善対策、③新都市と

の連携・調整、④空き店舗の有効活用・魅力

ある個店づくり対策、⑤さらなる公共交通網

の利活用とアクセス性の向上対策、⑥快適に

移動できる歩行者・自転車空間の必要性、休

日の通行量の増加対策等）に向けた、さのま

ちづくり株式会社設立の経緯を定性的研究

（qualitative research methods）に分類される、

フィールドリサーチ（fi eld research）の手法を

用い、筆者も参画者として、分析にあたった

事例研究である。

　なお、本論で使用する「地域」とは、「中

心となる都市と、その都市に通勤・通学する

人口が一定以上存在する都市雇用圏」を意味

し、この地域における平均所得の向上を「創

生」と定義する。

Ⅲ．事例研究

　以下、 さのまちづくり株式会社に関する

事例研究において、1.会社設立の経過、2.会

社概要、 3．会社の実施体制、 4.事業概要、

5.ベンチマーキング事例の 5点を提示する。

1．会社設立の経過

　平成 23 年度より佐野市まちなか活性化推

進協議会 4）による検討が始まり、まちなか

居住事業を推進するためには、行政とは独立

した公共性と事業性を併せ持った「まちづく

り会社」の設立が不可欠との結論に至った。

平成 26 年度同協議会に専門部会を設置し、

組織体制案、設立趣旨案、事業計画案を検討

した。平成 27 年 6 月 26 日第１回発起人会で

発起人会を設立し、設立趣意書を承認、その

後の 3回の発起人会により、出資依頼、定款、

事業計画、実施体制、役員、代表取締役の承

認がなされ、10 月 2 日、さのまちづくり株

式会社が設立、10 月 22 日第１回取締役会と

いう経過をたどっている 5）。

( )

図 6　平成 25 年度「市政に関するアンケート調査結果」
（調査期間：平成 25 年 12 月 24 日～平成 26 年１月 24 日）

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）
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2．会社概要

　商　　号／さのまちづくり株式会社

　住　　所／栃木県佐野市高砂町 2794 番地 1

　代表取締役社長／島田嘉内

　資  本  金／ 51,5000,000 円 6）

　設　　立／平成 27 年 10 月 2 日

株主構成／佐野市、佐野商工会議所、佐野

信用金庫、佐野農業協同組合、㈱足利銀行、

㈱群馬銀行、㈱栃木銀行、（一社）佐野

青年会議所、栃木信用金庫　

事業年度／毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31

日まで。

3．会社の実施体制

⑴組織構成

　取締役会：佐野市副市長、佐野信用金庫

理事長、ＪＡ佐野組合長、足利銀行佐

野支店長、栃木銀行佐野支店長

　監査役：群馬銀行佐野支店長、税理士

　代表取締役：島田 嘉内

　専務取締役：佐野市まちなか活性化推進

協議会会長

　総務グループ・事業グループﾟ：当初は

分類せず

　企画推進会議：（取締役会に対し、業務

運営に関する助言及び提言を行う会議）

　企画推進会議構成：専門家として佐野市

まちなか活性化推進協議会のまちづく

り会社プロジェクトチーム、役員会の

推薦、中小企業診断士、オブザーバー

として行政機関など（佐野商工会議所、

佐野市都市計画課）

　さぽーた：（まちなかの元気のある方々

に提案を頂く会議）

　さぽーた構成：まちなかで開催されてい

るイベント参加者の積極的な方々、参

加意向の連絡を頂いた市民、子育てに

関して経験や知識・情報の多い市民、

青年会議所・佐野商工会議所青年部で

まちづくりに関心の高い方々、事業を

提案し実施する方々など。

⑵組織図（図 7参照）

4．事業概要

　さのまちづくり株式会社では、以下、5

つの事業計画を検討している。

　⑴駐車場整備事業：市営駐車場の再整備

を行い、業務ビルの社員などによる月

極駐車場収入を財源とする（図8参照）。

　⑵市有地活用事業：市有地に、テナン

トの整備を行う。また、空き家を活

用し定住促進を図り、さらに、観光

客のための拠点を整備する。これら

により店舗等からの家賃収入を得る。

例えば、店舗の入居率は 75％を見込

み、一店舗は 6 坪（2 間× 3 間）とし

8  

図 7　まちづくり会社の組織図

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）
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9  

1 0  

図 9　市有地活用事業①

図 8　駐車場整備事業

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

1 0  
図 10　市有地活用事業②

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）



佐野短期大学　研究紀要　第 28 号　2017

8

1 1  

1 2  

1 3   

図 12　市有地活用事業④

図11　市有地活用事業③

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

1 4  

図 13　沿道街区共同利用事業

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）
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5 店舗＠２＝ 10店舗の整備を想定 （店

舗は、佐野名物、お土産、立ち食い、

立ち飲み等を想定）する。図 9・図

10・図 11・図 12 を参照されたい。

　⑶沿道街区共同利用事業：桐生岩舟線沿

いに今後生じる空地を確保し、店舗か

らの賃料収入を得る。店舗の入居率は

75％を見込む（図 13 参照）。

　⑷都市開発事業：都市開発事業として、

前記の 3事業（駐車場の再整備、市有

地活用、共同利用建物整備）の売上を

見込む。

　⑸賑わい創出事業：賑わい創出事業とし

て市役所から駐車場や未来館の指定管

理の受託（手法については検討中）、

市役所の事業の空き店舗支援事業の受

託を想定している（図 14・図 15 参照）。

5．ベンチマーキング事例

　ベンチマーキングとは、業界内外の優れた

業務方法（ベストプラクティス）と自社の業

務方法とを比較し、現在の業務プロセスとの

ギャップを分析して、自社にあった優れた業

務手法を導入・実現することにより、現行の

業務プロセスを飛躍的に改善することを目指

すものであり、SPDLI モデル（図 16 参照） 

に準拠する。

　ここでは、「稼げるシステム化によるまち

づくり」として成功した、秋葉原タウンマネ

ジメント株式会社をベンチマーキングの事例

とする。

　秋葉原タウンマネジメント株式会社設立の

図 14　賑わい創出事業①

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

図 15　賑わい創出事業②

出典：さのまちづくり株式会社資料をもとに遠藤武志作成（2016）

1 5  

1 5  
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経緯として、秋葉原地区の区画整理事業に伴

い、平成 14 年、千代田区・地元町会等・開

発事業者の参加する秋葉原駅付近地区まちづ

くり推進協議会（通称：A テーブル）が設置

された。 

　A テーブルでは、開発後のまちづくりの主

体となるエリアマネジメント組織のあり方に

ついて検討が行われた。大手開発事業者が営

利企業として開発を進めていく中、地域の関

係者も関与して開発後のまちづくりを行う必

要性があったことが、背景にある。 

　A テーブルでの検討の結果、第三セクター

によるエリアマネジメントを行うこととなっ

た。組織形態は NPO や協議会も含め様々な

選択肢があるなか、千代田区が筆頭株主の株

式会社とすることで柔軟な事業展開ができる

と考えたためである。NPO や協議会と比べ

て資金繰りが行いやすいこと、出資者との連

携ができることに加え、様々な事業を展開し

て得られた収益を地域に還元することも狙い

であった。こうした経緯から、千代田区等の

出資により、平成 19 年 12 月 10 日に秋葉原

タウンマネジメント（株）が設立 7）された（図

17 参照）。 

図 16　ベンチマーキングのための SPDLI モデル

出典：「財団法人社会経済生産性本部 経営品質推進部：ベンチマーキング・マネージャー養成コース」
<http://seminar.jpc-net.jp/detail/jqa/seminar004255/attached.pdf> より作成

図 17　秋葉原タウンマネジメント株式会社　関係図（ネットワーク）

出典：「国土交通省：まちづくり会社等の活動事例集 活動類型別の代表的な 30 事例の紹介」
          <http://www.mlit.go.jp/crd/index/case/pdf/120405ninaite_jireishuh.pdf> より作成

1 6 S P D L I
 

 

< h t t p : / / s e m i n a r . j p c - n e t . j p / d e t a i l / j q a / s e m i
n a r 0 0 4 2 5 5 / a t t a c h e d . p d f >

 3 0  

< h t t p : / / w w w . m l i t . g o . j p / c r d / i n d e x / c a s e / p d f
/ 1 2 0 4 0 5 n i n a i t e _ j i r e i s h u h . p d f >  
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Ⅳ．考察及び結語

　現在の先進国経済事例において、所得の

源泉は、工場誘致に代表される「ものづくり

そのもの」ではなく、「ものづくりのシステ

ム化」としての「企画・開発・デザイン」力

にシフトしている。

　また、先進国事例のほとんどに人口減少化

の傾向が強く見られ、平均所得向上への財・

サービスへの需要も単なる「量 / 質」という

付加価値から「アイディア、デザイン、ストー

リー」などを重視する「Variety（バラエティ：

自分の好みに適合した製品選択）」へ進化し、

巨大インフラを基軸とした「規模の経済」は、

期待される成果を発揮できない現状にある。

　これからの「地方創生」には、「企画・開発・

デザイン」力をエンジンに複雑なアイディア

を最適化（ダウンサイジング指向）で実行す

る「システム化」の能力が問われているので

あり、この「システム化」には、企業・個人

を巻き込む「イノベーション×起業力」が不

可欠であると同時に、小ロット化する市場に

対して、高粗利を目標に「いかにして稼ぐか、

いかにして稼ぎのチャンスを逃さないか」と

いう「稼げるシステム化によるまちづくりの

創生」が重点戦略となる。

　これからの需要を喚起する斬新なアイディ

アの源泉は、「ニッチ（Niche）志向」や趣味

にこだわる「物好き」な方々の心であろう。

この趣味人の興味と地域の潜在的資源として

の才能や人材、文化や自然や一次産品等を最

適な規模にシステム化し、ビジネスとして実

現可能なものに変えていくことが、まちづく

りに求められている。さのまちづくり株式会

社には今後一層、趣味人と地域の資源との出

会いを促進する役割が求められるであろう。

　この出会いの延長上に、サービスの生産者・

提供者と消費者との間の共感とコミュニケー

ションを通しての相互の承認を伴う消費を目

指して、財やサービスの開発が行われるなら

ば、佐野市への訪問者や居住者が一層増加す

ることにつながるであろう。さのまちづくり

株式会社はこのようなプロセスを促進するこ

とを事業の基本理念とすべきである。その理

念は「出会いとふれあいの街さの」である。

　さのまちづくり株式会社は、佐野市が抱え

る中心市街地を筆頭とする 6 つの課題解決

（①居住者の減少に歯止めをかけるための定

住化促進対策と交流人口増加対策、②少子高

齢化に対応した、居住環境改善対策、③新都

市との連携・調整、④空き店舗の有効活用・

　表 2　まちづくり会社等の主な活動の類型化（国土交通省「まちづくりにおける官民連携実態調査
（平成２３年３月）」）とさのまちづくり株式会社事業内容優先順位

出典：「国土交通省：まちづくり会社等の活動事例集 活動類型別の代表的な 30 事例の紹介」<http://www.
mlit.go.jp/crd/index/case/pdf/120405ninaite_jireishuh.pdf> より、長江庸泰作成（2016）

h t t p : / / w w w . m l i t . g o . j p / c r d / i n d e x / c a s e / p d f /
1 2 0 4 0 5 n i n a i t e _ j i r e i s h u h . p d f
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魅力ある個店づくり対策、⑤さらなる公共交

通網の利活用とアクセス性の向上対策、⑥快

適に移動できる歩行者・自転車空間の必要性、

休日の通行量の増加対策等）に向け、始動を

開始した。

　結論として、さのまちづくり株式会社の事

業内容優先順位は、表 2のように表現できる。

それらは、⑴まちづくり計画と街並み保存に

よる、交流人口・定住人口の増加を狙う（上記、

①・②・③・④の課題解決に対応）、⑵情報

発信広告事業、テナント募集事業など、情報

発信を狙う、 ⑶イベントの企画運営（婚活や

ムスリムソン 8））など、活性化を狙う（③・

④の課題解決）、 ⑷レンタサイクル事業を狙う

（③・④・⑤・⑥の課題解決）、の 4つである。

　今後、筆者も参画する、さのまちづくり株

式会社の事業展開を睨みつつ、秋葉原タウン

マネジメント（株）をベンチマーキングの事

例として、SPDLI モデルを活用しながら「稼

げるシステム化によるまちづくりの創生」を

実現して行きたい。

　　

【注】

1） 以下、参照。「国土交通省：まちづくり会

社等の活動事例集 活動類型別の代表的な

30 事例の紹介」<http://www.mlit.go.jp/crd/

index/case/pdf/120405ninaite_jireishuh.pdf>

（2016/9/9 アクセス）

2） 佐野市は、平成17年 2月の旧佐野市と旧田

沼町、旧葛生町の合併を経て誕生し、面積

は栃木県で６番目となる 356.07km2 を有す

る都市である。また、東京から70km 圏内に

位置し、東北自動車道の佐野藤岡ＩＣと佐

野ＳＡスマートＩＣ、北関東自動車道の佐

野田沼ＩＣの三つのインターチェンジを有

する北関東の交通の要衝でもある。しかし

ながら、中心市街地では、人口・世帯数も

減少傾向（H17:17,101 人→ H27:15,787 人と

1,314人の減少）にあり、市全体（H17:127,388

人→ H27:121,966人と 2,149人の減少）の人

口減少率98.3％よりも中心市街地の人口減

少率が92.3％と大きい状況にある。

3） 課題解決に対する対応案として、①居住者

の減少に歯止めをかけるための定住化促進

対策（上記、人口・世帯数減少傾向の対応策）、

②少子高齢化に対応した、居住環境改善対

策（中心市街地では、高齢化率は約 33.9％

と佐野市の平均25.7％を 8.2％も上回ってお

り、少子化も進行し、児童・生徒も大きく

減少している）、③新都市との連携・調整（佐

野市内での立寄り先は佐野プレミアム・ア

ウトレットが 70.6％、イオンモール佐野新

都市が 19.3％、来訪目的は買物・ショッピ

ングが48.2％）、④空き店舗の有効活用・魅

力ある個店づくり対策（中心市街地の空き

店舗数は平成20年の 77店から平成25年で

は 100店と高い増加傾向にある）、⑤さらな

る公共交通網の利活用とアクセス性の向上

対策（公営の利用者は年々増加傾向を示し、

H19：238,026 人→ H24：279,619 人、4 万人

増の17.4％増）、⑥快適に移動できる歩行者・

自転車空間の必要性、休日の通行量の増加

対策（歩行者自転車通行量は、平日で約6,000

人、休日では約 4,000 人。経年変化につい

ては、平成 22年からは同程度で推移）、等

が挙げられる。

4） 佐野市まちなか活性化推進協議会は、ま

ちなか全体の活性化のため、「自治会」、「商

店街」の枠を越え、都市を経営する観点か

ら、「わが街をマネジメントする」ことを

目的とする組織体であり、Ｈ 22.3 には、

佐野市中心市街地活性化基本計画（まちな

か元気ＵＰプラン）を策定している。

5） 以下、参照。　

9月 16 日（水）　振込先口座の通知

9月 25 日（金）　第 4回発起人会議　役員・

代表取締役・場所の決定

9 月 29 日（火）　9 月議会閉会　補正議案

議決　定款承認

10 月 2 日（金） 　会社設立登記申請、設立
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記念パーティ

10 月中旬　　　 登記手続き完了、諸官庁

への届け出

10 月中旬以降　 第 1回取締役会

6） 本計画に必要な資金は、中心市街地にお

ける賑わい創出、定住人口の増加を計るた

めの空き店舗、空き屋改修事業等を考慮し

て資本金 5,000 万円を目標とした。「まち

づくり会社等の活動事例集（平成 24 年 3 

月 国土交通省）」によると、資本金規模で、

10 百万円～ 30 百万円が最も多くなってお

り、出資構成では、全体の約半分を市町村

が出資している。

7） 以下、参照。

■資本金 64,900 千円 

■資本構成 ：出資者は全 28 者。出資比率

は千代田区 46.2％（筆頭株主）、企業等 

53.8％ 

※出資金に対する配当は行わないことを、

定款に明記している 

■事業目的 ：秋葉原地域の活性化のために

公益性のある事業を展開するまちづくり

会社として、地域の公器となることを理

念としている。 

 ■実施事業 

○美観推進事業 ：①清掃事業 

○交通治安維持事業 ：①駐車駐輪対策事業、

②治安維持事業（地域の安全・安心活動

への支援） 

○施設・地区整備事業：①調査・運営事業、

②施設管理事業 

○地域促進・産業創出事業：①広告事業、

②エリアプロモーション事業

8） 以下、参照。「下野新聞（7月 24 日 朝刊）：

「ムスリムソン」で探る佐野の魅力　初の

試 み、 Ｓ Ｎ Ｓ で も 発 信 」<http://www.

s h i m o t s u k e . c o . j p / n e w s / t o c h i g i / t o p /

news/20160724/2395535>（2016/9/9 アクセス）

　 『【佐野】イスラム教徒（ムスリム）の目

線で佐野の魅力を世界に発信しようと、両

毛イスラムインバウンド推進協議会は 18

日、市内で初の「ムスリムソン」を行った。

両毛地区などの 20 代のムスリムたちが市

内の名所を巡り、会員制交流サイト（ＳＮ

Ｓ）で情報を発信した。ムスリムソンは「ム

スリム」と「マラソン」の造語。走ること

を通してまちを再発見し人と人がつながる

ランニングイベント「シャルソン」を模し、

参加者をムスリムに特化した。同協議会が

推進するムスリム誘客活動の一環で、誘客

をさらに加速させるために初めて企画し

た。この日は、市内や群馬県太田市、首都

圏などから学生や社会人など 12 人が参加。

うだるような暑さの中、そろいのＴシャツ

を着て、３班に分かれて佐野厄よけ大師や

唐沢山など、名所を巡った。』
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